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※ 本稿は財団法人 トラス ト60(当 時)の 平成17年 度助成を受けて、特定非営利活動法人パブリック リ

ソースセンターが行 った 「NPOと 金融機関の協働に関する調査研究」の報告書の一部要約(米 国動向)に 、

日本における特定寄附信託をめぐる最新動向を加えたものである。米国動向に関する記述は、同調査研究の

参加者であった、大西たまきさん(インディアナ大学フィランソロピー学科、ルース ・リリー ・アーカイブ ・

リサーチフェロー、所属は当時)、 伊藤美歩 さん(有 限会社アーツブリッジ代表)の 執筆をもとにしている。

情報は2005年 当時のもので、現在は変わっている可能性がある。



アメ リカにお ける ブラン ド・ギ ビング

アメ リカのブラン ド・ギビングは、現行税制 ・関連法規によって多大 な節税が可能とな り、資産運

用の観点か らも過去20年 間で急激に伸びてきた。ベ ビー ・ブーマー世代の退職 に伴 う世代間の資産移

転などを見越 して、公益団体のみな らず、資産運用 ・管理会社に代表 され る営利金融機関が特に1990

年代に入 り参 入す るなど、セクターを超えた広い関心 を集めている分野である。

第一節 ブラン ド ・ギ ビングの概要

1-1定 義

個人資産管理 ・運 用の概念を適応 しつつ、個人寄付者が生前 に遺言等の法的契約によ り、指定 したNPO

あるいは法的受益者に対 し終身あるいはその死去時に資産が譲渡 され る様計画 した寄付をブラン ド・ギ

フ ト(plannedgift、 計画的寄付)と 総称 し、その調達に関わ る概念 と諸活動をブラン ド・ギ ビング

(plannedgiving、 計画的寄付活動)と 呼ぶ1。

遺贈 、公益信託、公益年金、共同出資公益ファン ド、有価証券、生命保険契約、退職用 口座、定期預

金ロ座、不動産他 、個人の各種資産が対象 とな り、所得税以外に贈 与、相続 、キャピタル ・ゲイ ン等へ

の税金の控除が しば しば可能 となる。

ブラン ド・ギ フ トは寄付実行のタイ ミング、税制優遇度、契約後の内容変更可 ・不可によって 「直接

寄付(outrightgift)」 、 「内容変更可能寄付(revocablegift)」 、 「内容変更不可能寄付(irrevocable

gift)」 に分 けられ る。例えば価値の下がった株式 をNPOに 生前寄付 し、所得税控除 と共に額面額 との

差をキャピタル ・ロス として計上するのは直接寄付の例であ り、信託設定後据置 し、寄付者の死去 と同

時に残余財産がNPOに 寄付されるチャ リタブル ・リメインダー ・トラス ト(charitableremainder

trust、 残余公益信託)は 内容変更不可寄付の代表である。

なお米国の公益信託は 日本の場合 と違 い、TaxReformActof1969等 の税法改正によって私益と公

益を兼ねた仕組み として制度化された。例えば残余公益信託は、設定後か ら寄付者の死去まで20年 を超

えない範囲で寄付者(あ るいは法的指定者)が 固定年金額あるいは財産の一定割合 を信託か ら定期的に

受ける。チャ リタブル ・リー ド・トラス トは逆に寄付者の生前NPOに 寄付 を定期支払い し、残余額が法

的相続人に渡 され る。こうしたブラン ド・ギフ トが持つ税制上の恩恵や生前配 当収入の仕組み は退職後

の生活設計上魅力的であ り、特に1980年 代以後資産運用 として積極 的に勧め られた。

1-2ブ ラン ド ・ギ ビングの各種 メ リッ ト

ブラン ド・ギ ビングの仕組みは、信託業務、資産管理 ・運用業務に対する手数料 と扱う資産高拡大 と

いった営利機関へのメ リッ ト以外(後 述)に 、寄付者 と公益団体に とっても非常な魅力的である。チヤ

リタブル ・リメイ ンダー ・トラス トのよ うに複雑な手続 き ・管理 と高額な譲渡資産が必要とされる種類

もある一方、遺書による寄付指定など 「生前にまとまった金額 を払 う」とい う経済的 ・精神的負担を寄

1大 西 た ま きrNPOキ ー ワ ー ド解 説 ～ フ ァ ン ドレイ ジ ン グ 」(日 本NPO学 会 ニ ュー ズ レタ ー 。2006年3月 号)。Ross,TheF皿dRaising

Schoo1、AssociationofFundraisingPro允ssionals他 の 定 義 に従 い 作 成 。
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付者に与えず、比較的気軽に大口寄付が可能な仕組みもある。

1-2-1寄 付者に対するメリッ ト

ブラン ド・ギ ビングが伸びている背景 として、寄付者に対 してのメ リッ トの多さが指摘 され る。①大

口寄付を行い多大な社会貢献を しているという満足感と喜び、②チャ リタブル ・リメインダー ・トラス

トの様にブラン ド・ギ フ トの種類 によっては、寄付後 も定期的収入が見込める、③税制上の優遇 、⑤将

来の財産管理の一環 として取 り組める利便 さ、等が挙げられ よう。特に、③ の税制上の優遇は、他の寄

付 と比べ、ブラ ン ド・ギビング寄付者におけるモチベーシ ョンと して極 めて重要である。

1-2-2公 益団体 に対す るメ リッ ト

他方、公益団体 にとってのメ リッ トとしては、① ブラン ド・ギ フ トは概 して高額 、② 多くの ブラン ド・

ギ フ トは内容変更不可能、③団体の財政計画 ・管理の見通 し、④社会 に対 して効果的な広報活動、⑤ ブ

ラン ド・ギ フ トの寄付者は高い年次寄付をす る確率が高い こと が挙 げられよ う。各商品 ・仕組みによ

って異なるが、概 して寄付者は生前 に所得税、 さらに遺産税やキャピタル ・ゲインにかかる税金が免除

になる。ブラン ド ・ギ フ トの中で特に一般的なチャ リタブル ・トラス トであるチヤ リタブル ・リー ド ・

トラス ト(charitableleadtrust、 公益先行信託)や チャリタ ブル ・リメインダー ・トラス トの場合、

設定内容の変更が不可能であるため、公益 団体にとっては将来の寄付収入が見込め、それ らを使途の決

め られた資産(restrictedfund)と して計上できる等、財政的なメリッ トが大きい。

1-3ブ ラン ド・ギ ビングの歴史

ブラン ド ・ギフ トの中で、最も一般的で単純な仕組みである遺贈寄付の歴史は長い。古 くは植民地時

代にも例 があったと言われるが、1835年 、JamesSmithsonの 遺族がその遺産を連邦国家に寄贈 し

た結果、ス ミソニアン ・イ ンステ ィテユー ト(Smithsonianlns世ute)が 設立 されている。

連邦議会が所得税 と相続税の優遇制度を設 けた背景と して、1960年 代にペンシルバニア大学設立の基

金を卒業生か らの ブラン ド・ギフ トで調達 、寄付によ って非営利の高等教育機関が設立 されたこの成功

事例 を議会が見 て、他の高等教育機関 も同様に市民のブラン ド・ギ フ トにて設立され る様 なインセ ンテ

ィブを設 けた為と言 う研究者もいる2。

こうした寄付 は従来、寄付者の生前に遺書等の法的契約で設定され 当人の死後に実際の寄付 として発

生する事か ら、 「デ ィファー ド・ギフ ト(deferredgift、 据置寄付)」 と呼ばれてきた。

大きな転換期 は、TaxReformActof1969で ある。つま り設定 した時点で寄付者 ・委託者が税制

優遇を得、年金等の形で生前に定期配当収入が受けられ ると同時に、長期的キ ャピタル ・ゲイ ン等の課

税回避が可能な現代の チヤリタブル ・リメインダー ・トラス トが制度化 された事である。 これによ り、

一般の人々が個人財産の計画的管理 として認識する様 にな り、1970年 代 には 「ブラン ド・ギフ ト」、

それを調達す る活動は 「ブラン ド・ギ ビング」 と総称されるに至 った。

2Fink,NomanS.andHowardC.MetzleL7万 εCo3'朋 ばβθηψ ぷq∫Dφ"θ ゴαv加gNewYork,NY:ColumbiaUniversi⑲Press,1982.
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さらなる概念の転換期 は、1980年 代の中旬、金融機関やファイナ ソシャル ・プランナーが、顧客の

資産運用方法の一環 と して勧め出 した事に始まる。加 えて、フィデ リティ ・インベス トメン トが内国歳

入法(lnternalRevenueCode=IRC)501(c)(3)の 非営利ファン ドを設定 し始めた ドナー ・ア ドバ

ィズ ド・ファン ド(donoradvisedfund)管 理事業における大成功 に象徴 され るよう、営利金融機関

のブラン ド・ギ ビング分野への参入が活発化 した。また、金融機関がその顧客 に対 しチヤ リタブル ・リ

メインダー ・トラス トか ら発生する生前配当収入の仕組み を退職後の生活設計 として熱心に勧めた結果、

1990年 代には40～50歳 台の人々で ブラン ド・ギ フ トを設定する数が急増 した。現在、ブラン ド・ギ

ビングが 「アセ ッ ト・プランニ ング」にちなんで、 「チャ リタブル ・ギフ ト・プランニング(charitable

giftplanning)」 とも呼ばれ るようになった所以である。

第二節 ブラン ド・ギ ピングの動向

2-1米 国寄付総額における位置づけ

GJvjηg㎜2005に よれば、2004年 度の米国寄付総額は2,485億 ドルであった。グラフ1は2004

年度における米国寄付額 を、さらに生前個人寄付(givingbyindividuals、 主に、所得税納税申告書か

らのデータ)、 遺贈個人寄付(givingbybequest、 主に遺産所得納税 申告書か らのデー タ)他 、財源

別に示すものである。 これ を見ると、寄付者 の死後、解消 ・現金化され公益団体に贈 られた遺贈寄付は

全体の896で ある。2004年 度遺贈寄付総額は前年度分と比べ92%の 伸 び、生前個人寄付の成長率4 .1%

よりも高 い成長率 を示 している3。

2-2金 融機関の課題

特定寄附信託については、大手信託銀行3社 と りそな銀行が商 品の取扱いを行 っているが、まだその

期間は1年 程度に過 ぎない。そのため、税制上の優遇措置がそれ ほど大き くな いことも相まって、まだ

実績 としてはそれほ ど積み上がっていない。 また、その背景 には、信託銀行側にも原因がある。信託銀

行の職員に とっても寄附を勧誘する営業は経験 がな く、勧誘方法等のノウハウが十分に積み上が ってい

ない。今後、信託銀行内で も、実績の積み上 げと共に、勧誘 ノウハウをどのよ うに積み上げるかについ

て、知恵を絞 ってい く必要がある。

また、各信託銀行は、寄附に関する契約を締結 している団体 をリス ト化 して公表 しているが、その数は

少な く、寄附者 が選択できる寄附先は十分提供 できていない。各団体が自団体の寄付者に特定寄附信託

の税制上の メリッ トを提案 したいと思 った ときには、自団体 を寄附先 として特定寄附信託の設定が可能

かどうか、信託銀行等に問い合わせ ることを推奨するとともに、信託銀行側 も積極的に当該照会へ対応

し、 リス トの充実 を図る姿勢が必要であろう。

3Gfv加g〔5Z2005,
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図1米 国寄付 の財源別内訳額

2004年 度米国寄付 財源別内訳額(単 位10億 ドル)

企 業$12.00

(4.8%)i

$2a藍 ¶1刷.1.

$覆輪%)＼L:1

個 人$187.92

(75.6%)

AAFRCTrustfbrPhlanthropy6安'曲 げL硯420口5よ り作 成

個人(生前)

耀 遺贈個人

財団
ずマ　

撤 企業(除企業財団)1

2-3ブ ラン ド・ギフ トの寄付額 ・資産高推移

2-3-16ル ∫η留蹴 による遺 贈寄付額の推移

次 に遺贈寄付額の推移、さらに個人寄付総額 に占める遺贈寄付割合の推移 を見よう(表1)。 生前 ・遺

贈共に個人寄付額は増加 し続 けているが、遺贈寄付は、波はあるものの、概 して生前個人寄付よ りも大

きな伸び を示 している事が分かる。なお下表の中で遺贈寄付の割合が急激に上がった1969年 は、Tax

ReformActof1969に よ りチャ リタブル ・リメイ ンダー ・トラス トが制度化 された時期である事 を指

摘 した い。

年ごとの遺贈寄付額の大きな変化は、全体のわ ずか0.5パ ーセン トを占めるに しか満たない2千 万 ド

ル以上の超大 ロ遺贈寄付が、金額に して4割 以上を占めている、 という現実 にも起因 していると考 え ら

れている4。 つま り、大口のブラン ド・ギ ビング寄付が寄付者の死去に伴 って解約、現金化されると、

米国遺贈寄付額を大 きく変動 させるのである。

ブラン ド・ギ フ ト解消時の市場の動向 も、米国遺贈寄付額に影響する。例えば2003年 度の遺贈寄付

は148億 ドル 、2002年 度の178億 ドルよ りも下がっているが、その背景 には解約 されたブラン ド ・

ギ フ トの数が少ないというよりも、株価が18パ ーセン ト減少、遺贈の価値が低下 した時期に現金化さ

れたため と考え られている。

4G∫v加g〔 旭し4200∫
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表1

年

米国の個人寄付総額に占める遺贈寄付割合の推移5

1964

1969

1974

1979

1984

1989

1994

1999

2004

個人寄付総額

(単位10億 ドル)

12.14

17.93

23.67

38.82

60.50

86.29

103.65

172.00

207.72

個人寄付(生 前)

(単位10億 ドル)

11」9

15.93

21.60

36.59

56.46

79.45

92.52

154.63

187.92

個人寄付(遺 贈)

(単位10億 ドル)

0.95

2.00

2.07

2.23

4.04

6.84

11」3

17.37

19.80

総額に占める

遺贈寄付の割合

7.83%

11.15%

8.75%

5.74%

6.68%

7.93%

10.74%

10.10%

9.53%

GMηg捌2005他 からのデータを基に大西作成

2-3-2内 国歳入庁デー タにおける トラス ト資産高推移

次に、各 トラス ト資産高推移を見ても、特 に2001年 か ら2002年 にか けて全ての寄付の資産高が下

が ってお り、市場の影響が伺える。特にチ ヤリタブル ・リメインダー ・ユニ トラス トとチャリタブル ・

リー ド・トラス トは、数が増加 したにも関わ らず、資産高は減少 している(表2)。

表2チ ャリタブル ・リメインダー/リードトラストの数 ・資産額 推移

申告

年度

2002

2001

2000

1999

チヤリタブル ・

リメインダー

アニュイティ・トラスト

税金申告数

22,783

22,958

22,669

2L630

資産高

(単位10億

ドル)

$9.60

$10.18

$10.55

$9.71

チヤリタブル ・

リメインダー ・

ユニトラスト

税金申告数

91,371

89,874

84,201

78,239

資産高

(単位10億

ドル)

$81.56

$84.28

$71.01

$67.21

チャリタブル ・

リー ド・トラス ト

税金申告数

5,481

5292

4,571

n/a

資産高

(単位10億

ドル)

$12.78

$15.08

$10.81

n/a

IRSの データを基に大西作成

5値 はインフレ調整前
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第三節 ブラン ド・ギフ トの種類 と構造

ブラン ド・ギ フ トは、各種個人資産が対象である。税制改正に伴 い開発 され る商品以外 に、内国債入

庁か ら逐次、許可 を得て可能になる新商品 もあ り、ブラン ド・ギ ビングに含まれ る公益商品は極めて多

彩である。本節 では、その中でも特に一般的である商品を考察する。

3-1ブ ラン ド・ギ ビング商品の仕組み

まず、多彩なブラン ド・ギ ビング商品を、「契約 ・指定型」 と 「信託 ・基金型」に分類 した。

表3米 国の主なブランド・ギピング商品

分類

契
約
指
定
型

信
託
型

公益商品

遺 書 に よる契約 と遺 贈

(Willandbequests)

退職計 画商 品

(Retirement已nS)

チ ャ リタ ブル ・ギ フ ト ・ア ニ ュイテ ィ

(Charitable肝tarlnu'、 公益 寄 付年 金)

チ ャ リタ ブル ・リメイ ンダー ・トラス ト

(Charitableremaindertrusts、 残余 公益 信託)

チ ヤ リタ ブル ・リー ド ・トラ ス ト

(Charitableleadtrusts、 公 益先 行信 託)

プー ル ド ・イ ンカ ム ・ファ ン ド

(Pooledincomefund、 共 同出 資収 益基 金)

「契約指定型」商品は、基本的に財産の譲渡先 を法的契約するだけのものであ り、その後の資産運用

や管理に対する負荷が少ない。チャ リタブル ・ギ フ ト・アニュイテ ィ以外は、契約に際する最低金額 も

決め られていないため、その経済的状況に限定されることな く、広 い寄付者対象の商品 と言えよ う。

他方、 「信託型」商品、特にチャ リタブル ・リー ド・トラス トとチ ャリタブル ・リメインダー ・トラ

ス トは、設定、資産運用 ・管理に対する手数料や労力がかかるため 、設定に際す る最低金額も高 く、一

般に高所得者、資産家向けの商 品である。CRTは 、以下の点で寄付者 、非営利法 人双方に とってメ

リッ トが大 きいことか ら、ブラン ド・ギ ビングの中核的商品 として発展 している。

①寄付者は、生存中は信託した財産の運用益を受け取ることが出来るため、多額の財産を信託(=寄

付)す ることが出来る。

②当初の信託設定時にはまだ寄付が発生 していないにもかかわらず、寄付者は寄付に関する税制上の

優遇を受けることが出来る。

③実際の寄付が発生する段階でも、遺産税上の優遇を受けることが出来る(但 し、この優遇はCRT

特有のものではない)。
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3-1-1遺 書による契約 と遺贈

歴史的に見ても、最初のブラン ド・ギフ トである遺書による契約は、ブラン ド・ギビング ・プログラ

ムの最 も基本 と言われ る。今回の訪米調査で も、コンサルタン トのDavidalsaacson氏 とMargaret

Holman氏 、コ ロンビア大学のFredHartwick氏 他 、多くの実務家が 「ブラン ド・ギフ トを手がけた

いと思 ったら、まず遺書か ら始める事」と強調 している。

その理由は、「遺書の中で財産の譲渡先に指定される」という極めて単純な仕組みであ り、寄付者だけ

でな く、公益団体に とっても立ち上げに際す る経済的 ・労力的負担の少な さである。寄付契約後の面倒

な法的手続 きがないため、どの様な資産規模の公益 団体でも受け入れ可能であ り、ダイ レク ト・メール

のよ うな、マス対象のマーケティング戦略で容易に広報 できる。

また、ブラン ド・ギ ビングというと煩雑な手続 きを要する非常に複雑な寄付 とい うイメージがあるが、

米国の場合、遺書が最 も一般の人たちに身近な概念で あるため、敷居が低 く、 こうした身近な概念で可

能な寄付方法 を持 ち出すことによ り、一般の人達に対する心理的負担 を軽減できる。また、一旦遺書に

契約 された後は、寄付者 に対 し他の寄付(直 接寄付や、他のブラン ド・ギフ ト等)に 対 してもお願 いが

しやす くなる。寄付 を募 る場合には、なるべ く寄付者に対す る負担を少な くする事が獲得の成功戦略で

もあ り、よってブラン ド・ギ ビングの ドナー ・ベース拡大に最 も効果的な方法 である。

遺贈寄付 は通常、他のイレボカブルなブラン ド・ギ フ トに比べ、生前の資産譲渡や、管理にかかる費

用等面倒 な手続 きが必要でない。このため同 じ寄付額ベースか ら見ると、手数料の少な さか ら最終的に

公益団体に贈 られ る金額が大きくなる事 も多い6。

ただ、 こうしたメ リッ トが多い一方、遺書による契約は レボカブル、つま り内容変更や撤回が可能な

寄付である。従 って、遺書による寄付契約が済んだ後も、寄付者が取 り消す事は生 じうる。よって寄付

者 との関係構 築に努める必要性がある。米国では 「ドナークラブ」の様 にブラン ド・ギ ビング寄付者達

を集めた寄付者 クラブを作って様々なイベ ン トや企画を実施 しているの は、寄付者へのアカウンタ ビリ

ティの義務 と共に こうした必要状況に所以する。

遺贈寄付による税制上の扱 い

遺書による契約寄付の場合、他のブラン ド・ギ ビング と比べ、生前 に資産の譲渡が発生 しないため、

税制上の メリッ トは極めて限 られる。指摘 され るとした ら、全資産額が遺産税か ら控除できる可能性が

あるという事である。

3-1-2チ ャ リタ ブル ・リメイ ンダー ・ トラス ト

チ ャ リタ ブル ・リメイ ンダ一一・トラス ト(CharitableRemainderTrust、 残余 公益 信 託 、CRT)は 信 託設

定型 の ブラ ン ド ・ギ ビ ングの代表 的事 例 で あ り、資 産 高 ・数共 に高 く、 その 人 気が 伺 え る。

チ ヤ リタ ブル ・リメイ ンダー ・トラス トは 、私 益 と公益 を共 有す る代 表 的な ス プ リッ ト ・イ ンテ レス

ト ・トラス トと言 え よ う。 つ ま り、公 益 団体 へ の寄 付 と しての機 能 以外 に、 寄付 者(信 託設 定者)が 、

6TheFundRaisingSchooL・Pr∫ ηcψ1eぷ αη4、P眉αcr∫c召i〃」F㌦〃4村ロ櫓加9
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その個人資産 を信託に譲渡 した後も、定期的に収入(income)を 受け取 る事 ができる。公益団体が実際

に元本 を使 えるタイ ミングは将来に据置 される。受益者の非公益利益が失効(expire)し た際(通 常は死

亡時)、 受託者(trustee)は 信託残余金を内国歳入法Section170(c)(2)(B)で 指定 された公益活動 を担 う団

体 に配分す る。

寄付者あるいは受益者への収入支払期間は、受取人の死亡時まで、あるいは指定期間いずれかの短い

方である。但 し、20年 間を支払期間の上限 とす る。支払頻度は、最低でも年に一度である。

図2CRTの 概要

信託銀行 C:寄 付者死亡時/信 託期間終了

A:信 託

寄附者(生 前)

=委 託者

信託財産

かっ受益者

金銭・

不動産等

時に

且
運用

斜γ 寸

_

lRCSection170(c)(2)(B)で

指定 され た公益 活動団体

B:信 託か らの配当受取(寄 付者生存中)

・チャ リタブル ・リメインダー ・トラス トによる税制上恩恵

チャリタブル ・リメインダー ・トラス トによる税制上の恩恵は高 い。まず所得税上、残余公益的利益

(charitableremainderinterest)に 相当す る信託財産の現在価値は控除可能である。また、信託資産のうち

公益的利益相当分 は寄付者の個人財産に含 まれないため、遺産税の義務が回避でき、遺産課税分の負担

も軽減 され る。ただ し、個人が受け取る定期収入に関 しては、全額免税 とな らないため注意が必要であ

る。免税率は、推定余命によって変動する(基 本的に推定余命が長いと課税率が低 い)。

価値の上が った資産を売却 しキャピタル ・ゲインを得ても、その資産が トラス トに信託されて2年 以

内であれば、譲渡 した人の税率に応 じ課税 をまぬがれる事が出来る7。 つま り、チャ リタブル ・リメイ

ンダー ・トラス トの仕組みによって、doubletaxIeverageが 可能 となる。 この仕組みが、価値が上がった

71RC§644.
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ものの時価変動の少ない財産を処分 し、キャ ピタル ・ゲイ ンへの課税 をまぬがれなが ら、老後の定期収

入 と財産運用 をしたい人にとって理想的な所以である。

他方、非関連事業課税収益(㎜elatedbusinesstaxableincome=UBIT)に 関 しては、 しか し注意が必

要である。つま り内国歳入法§512に 定め られた非関連事業課税収益が生 じない限 りは、あ らゆる種類の

税金が控除され るが、非関連事業課税収益が生 じた場合は、課税年度 ごとにその トラス トはあたかも

complextrustで あるかの様に課税 されてい くか らで ある。

3-1-3チ ャ リタブル ・リー ド・ユニ トラス ト

チャ リタブル ・リー ド ・トラス トも、チ ャリタブル ・リメインダー ・トラス トは同様のスプリッ ト・

インテ レス ト・トラス トだが、機能 はちょうど逆になる。つま り、信託設定後、定期的な収入を得るの

は公益団体であ り、据置 されて最終的に寄付者/信 託設定者の指定 した期 間が終了 した後、元本が寄付

者あるいは、遺族など指定 された受益者に分配 され る。

最終的に元本が戻 って くる安心感か ら好む寄付者 もいるが、管理費 ・手数料がかか り、信託設定最低

金額 は極めて高い(通 常、$200,000～250,000以 上8)。 そのため、高額資産 を有す る寄付者 に限定 される

事となる。

・チャリタブル ・リー ド・トラス トによる税制上の取 り扱い

また、実際には所得税上の メリッ トなど、税金上の恩恵もあるものの、チ ャリタブル ・リメイ ンダー ・

トラス トなどと比べ ると、あま り優遇度は高 くない と言えよう。つま り公益団体への毎年の支払金額は

寄付 として扱われ、寄付者の所得税納税申告か ら控除可能、また贈与税の節税 も多 くの場合は可能だが、

基本 的に"課 税信託(taκabletrust)"で あ り、キ ャピタル ・ゲインにかか る課税 を回避できない。

3-1-4プ ール ド・イ ンカム ・ファン ド

時 に 「チャリタブル ・ミューチャル ・ファン ド(charitablemutualfUnd、 公益投資信託)」 と呼ばれる

信託であり、複数の寄付者が個人財産を、特定の1公 益団体のための共同出資基金に寄付するものであ

る。 多くの場合、金融機関が受託者となって財産 を管理 し、配 当支払額 を決定す るが、基金は寄付 され

た公益団体が維持する事 となる。配当の各受取人が死去 したそれぞれの時点で、公益団体 はファン ド全

体か ら、その寄付者の持 ち分 を引き出 し、公益 目的に使用できる仕組みである。

この基金は投資運用 され 、収益は配当と して各寄付者達 に分配 される。配 当は基金の運用収益 と基金

に占める各人の最 初の寄付資産価値の割合に基づいて決定 され るため、金額 は変動する。よって年金の

様な固定収入 よ りも、運用 に関心が高い人達には、興味の ある部分 と言える。但 し、近年の株式市場の

低迷 によ り、最近 はかつてほ どの人気を呼んでいない。

・プール ド・インカム ・ファン ドによる税制上の取 り扱い

プール ド・インカム ・ファン ドはイ レボカブル であるため、寄付額の公益的利益想定金額分に対 して
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は所得か ら控 除されるが、元本返還は生 じないため、配当は、通常の収入同様、課税 される。また、基

本的に"課 税信託(taxabletrust)"で あり、キャ ピタル ・ゲインにかかる課税 は回避不可能である。

第四節 米国ブランド・ギ ビング市場のあり方と構成員

米国で ブラン ド・ギ ビングが現在伸 びている理由と して、米国におけるブラン ド・ギ ビング市場の可

能性が挙 げられ る。すなわち遺贈税他 、財産にかかる課税金額 を減 らすために生前 に信託設定するとい

う経済的効果を狙 う方法が、 ごく一般の財産管理ア ドバイスに含まれて実践 されているか らである。本

節ではそ うした担当者、 さらにブラン ド ・ギ ビングの寄付者の属性 を概観す る。

4-1担 当機関および実務担当者

米国で ブラン ド・ギ ビングが発展 した最大理 由の1つ として、信託を含む各種公益商品の扱いが 日本

のように信託銀行な どの金融機関に限 らず、極めて広 く多様化 しているか らである。信託設定が必要 な

リメインダー ・トラス トの場合でも、下表で も明 らかなように営利金融機関に限 らず、公益団体等、様 々

な機関で業務 が可能である。実際には、寄付者本人、あるいはその家族な どの一般個人も信託設定が可

能である。

また、営利 ・非営利の垣根 を超えて、多様 な担当者、専門家達が しば しば一緒になってクライア ン ト

の助言 と商品管理に従事す る。例えば、ユナ イテ ッ ド・ウェイ ・オ ブ ・ニ ュー ヨーク ・シテ ィはバ ンク ・

オブ ・ニ ュー ヨーク、PBS全 米公共テ レビ放送 ニュー ヨーク局はメロン ・バ ンクが、それぞれ資産運 用

を担当す る。他 にも、ファイナ ンス関連の弁護士など、個人専門家との提携 は頻繁 である。 こうした間

ロの広さと柔軟 さが市場拡大に大きく貢献 していると言えよう。

8Davidalsaacson氏 に よ る 。
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表4ブ ランド・ギピング担当部署を持つ法人の例

法人

金融機関

公益団体

業務・活動内容

信託/資 産管理/運 用会社

リテール銀行

証券会 社(リテール)

プライベー ト・バ ンク

年金基金

教育機関

芸術団体

公共放送

ユ ナ イテッド・ウェイ

例

●BankofNewYork(信 託 ・資 産 管 理)

●FidelityInvestments(資 産 運 用)

●MellonBK(資 産 管 理/運 用)

●StateStreet(資 産 管 理/運 用)

●JPMorganChase

●Wachovia

■MerrillLynch

●SmithBarrley

●USTrustInstitutional

ワ ブ の 一 部 門)

(チ ャ 一口ル ズ ・シ ュ

●TIAA-CREF(教 職 員用)

●HarvardUniversity

●ColumbiaUniversity

●StanfordUniversity

●MetropolitanOpera

●MoMA

●Thirteen/WNETNewYork

●UnitedWayofNYC他

・営利金融機関による業務

金融機関では元々 フィデ リテ ィ・インベス トメン トの様な大手投資信託 ・資産運用会社 を発端とする。

こうした信託 ・資産運用会社の場合、既に有する個人クライアン ト相手の事業による財政的 ・技術的資

産があるため と言える。が、最近ではメリル ・リンチやス ミス ・バ一二ーの様 な リテールの証券会社な

ども事業を開始 し、その広が りを実感 させ る。

こうした様々な金融機関の参入理由として、「ビジネス ・チャンス」という担 当者の声は高い。実際、

ステー ト・ス トリー トやメロンバンクは2ビ リオ ン ドル(約2,400億 円、USD=JPY120換 算)、USト

ラス ト、TIAA-CREFは1ビ リオ ン ドル(約1,200億 円、USD=JPY120換 算)の 資産規模で事業 を展

開 し、さらにJPモ ルガン ・チェイス銀行、ワコビアはよ り大きな資産額で事業を開始予定である9。

ブラン ド・ギ ビング業務遂行には、同時に税制や資産運用 ・管理に伴うテクニカルな知識 と相当量の

実務が要求 され るが、公益 団体の多 くはそ うした幅 広い専門知識 と人材 ・労力 を兼ね備えていない。よ

って金融機関によるサー ビスは① 投資サー ビス、②事務処理サー ビス(含 カスタマー ・サー ビス)、③業

務コンサルテーシ ョン ・サー ビスに大別 され る。手数料設定に際 しては、①パ ッケージ制、②業務内容

スケール、③資産高スケールなどに分類できよう。
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こうしたサー ビスに対応できるよ う、金融機関の業務開始にあた っては、①オ フィスのインフラ、②

投資専門家の雇用などによるプロフェッシ ョナル体制強化、③手数料スケールの設定、④各種報告書 ・

レポー ト作成処理、⑤税金関連書類作成処理、⑥ マーケテ ィング ・市場調査、⑦広報事業開発、⑧ITシ

ステム体制、が求め られる10。

これを基に、さらに手数料設定やサービス内容 を工夫することで、各企業による差別化が盛んである。

例えばUSト ラス トは、基本的にパ ッケー ジ制 による手数料設定を基本 とし、大学を中心とした事業収

入10ミ リオ ン ドル(約12億 円、USD=JPY120換 算)以 上の公益団体相手にサー ビスを絞 っている。

他方、バンク ・オ ブ ・ニュー ヨークは全国展開と同時に、地元志向も強化、やや高めの手数料設定が基

本だが、顧客団体規模の間 口を広げ手数料設定とサー ビス内容への柔軟性 を持たせている。

・公益団体による業務 と担 当者

米国では、公益団体によるブラン ド ・ギ ビング業務も日常的である。遺贈寄付 は団体の活動歴、事業

収入等に関わ らず広 く事例が見 られるが、それ以外の信託型公益商品を扱 う場合は年間事業収入10ミ

リオン ドル(約12億 円、USD=JPY120換 算)代 の中型団体か ら、実際にチ ャリタブル ・アニュイテ ィ

など、運用 も課 され る公益商品を扱 う場合は、政府の規制もあ り、100ミ リオ ン ドル(約120億 円、

USD=JPY120換 算)以 上の大型団体に集中 して見 られる。

公益団体の場合、その業務はファン ドレイジング(fundraising,資 金調達活動)の 一部であ り、担 当

のファン ドレイザー(fundraiser,資 金調達担当者)は 一般に、ブラン ド・ギ ビング ・オフィサー(最

近ではギフ ト・プランニング ・オ フィサー)と 呼ばれる。 こうした ブラン ド・ギ ビング ・オフィサーの

中には、法律や会計、信託業務の実務出身者 も多 く、営利 ・非営利の中で人材が流動 していると指摘 で

きよう。例えば、今回の訪米調査でインタ ビュー した担 当者の うち、DavidaIsaacson氏 は元信託業務

の実務家から公共テ レビのブラン ド・ギ ビング ・オ フィサーへ と転換、他 方、CharlesGordy氏 は大学

他公益団体でのブラン ド・ギ ビング経験が買われ 、営利金融機関に転職 した。

・担当者に求め られる倫理性

営利 ・非営利のセクターにおけるこうした ブラン ド・ギビングの実務家は、全米ブラン ド・ギ ビング

協会などによってギ フ ト・プランナー(giftplanner)と 総称され、その業務 上における高い倫理性 を求

め られ る。しば しば寄付者の死など、非常にセンシテ ィブな内容に絡むためである。具体的な例 は、「情

報開示」、「成功報酬に基づ くコミッシ ョン性の禁止」、「税制に関す る情報の充分な提供」な ど奨励 され

る業務内容を提示 した、全米ブラン ド・ギ ビング協会による倫理的行動基準 が挙げ られる。

9バ ンク ・オ ブ ・ニ ュ ー ヨー クのCharlesGordy氏 よ り。

10バ ンク ・オ ブ ・ニ ュー ヨー ク のCharlesGordy氏 、 お よ びUSト ラス トのTblnAschoff氏 よ り。
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4-2米 国のブラン ド・ギ ビング市場

ブラン ド・ギ ビングの寄付者は、他の寄付者達 と比べ、特徴的な プロファイル を持 つ。よ く指摘 され

るのは①高 い年齢 、②資産の蓄積、③子供の いない夫婦 、あるいは独身者、④寡婦(夫)、 ⑤社会支援

の強い心、である。

この中で、さらに ブラン ド・ギビングの種類 ごとに寄付者の属性が再分類できよう。例 えば家族のい

る資産家あるいは高所得者の場合、結婚相手や子供に渡 る財産 にかか る税金を最小限に留めるために、

チヤリタブル ・リメイ ンダー ・トラス トやチヤ リタブル ・リー ド・トラス トを選択する可能性が高いと

考 えられる。他方、未亡人や独身女性の場合、不動産や生命保険、例 えば自らの家 を寄付契約 しする事

で税金控除を狙い、生前 になるべ く自分が使えるお金をなるべ く確保 しようとす る。遺贈寄付 も多い。

さらに年齢の高 い寄付者は、老後の定期的収入 として年金 を受けられる、ギ フ ト・アニュイティを好む。

よって寄付商品 ごとによる綿密なマーケティング戦略と平行 し、通常か ら対象を絞 りす ぎることな く、

様々な層の寄付者 ・潜在的寄付者 に対 して広報 をす ることが大切 と言 えよ う。

寄付の動機(モ チベー シ ョン)の 観点か らは、ブラン ド・ギビングによる経済的メリッ トは、節税な

どの点でも現金寄付 と比べ非常に大き く、それが人気の1つ である。しか し必ず しも税金上の恩恵だけ

が理由ではない。何 よ りも寄付者に社会支援の厚い心がなければ寄付に結びつかないことは、今回の渡

米調査でも強調 され た点である。
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一
第二章 小規模NPOに おけるブラン ド・ギ ビングの可能性

日本で1980年 後半に市民活動が始まってか ら25年 以上が経過 し、そ ろそろブラン ド・ギ ビングを導

入できると思われ る団体が増えてきている。そ こで、この章ではアメリカの小規模 な非営利団体がブラ

ン ド・ギ ビングの プログラムを導入するにあた って、具体的にどのようなステ ップをふむのかというこ

とを検討 しなが ら、日本のNPOへ の ブラン ド ・ギ ビング導入の可能性を考 える。

第 一節 小規 模 なNPOへ の ブ ラン ド ・ギ ビング 導入 の可 能性 とス テ ップ

ア メ リカ では ブラ ン ド ・ギ ビング に関 す る 多数 の ノウハ ウ本 が 出版 され て い る。 こ こで は 磁 力刀θ∂

苗 励9」 碗&砲 ワAわ且輿 唖 孟●(RonaldR.JordanandKatelynL.Quynn,NewYbrk:Johnwiley&Sons,

Inc.,2002)の 記述 と、 ブラ ン ド ・ギ ビ ング コ ンサ ル タ ン トやNPOの ブラ ン ド ・ギ ビング担 当者 な どへ

の ヒア リングか ら得 られ た 情報 を元に 、導 入ス テ ップ をま とめ る。

1-1は じめに

アメリカでは資金調達 を行 う部門を 「ディベ ロップメン ト(開 発)」 とよび、実際の資金調達活動の こ

とを 「ファン ドレイジング(資 金調達)」 とよぶ。このデ ィベ ロップメン トとい う言葉は長期的な寄付者

の開拓の取 り組み を意味する一方、ファン ドレイジングは必要な資金 を獲得す ることであ り、 この2つ

の違 いを埋めるものが、長期的な取 り組みであるブラン ド ・ギ ビングと位置 づけることができるかも し

れない。デ ィベ ロップメン トとは、将来のための基盤 を築 くための活動と今の時点で団体が必要 とする

資金 を寄付 という形で調達 して くる活動の両方 をバ ランス良 く行 ってい くことと言えよ う。その点か ら

も、ブラン ド ・ギ ビングは既存の年次寄付、大 ロ寄付 といった他のファン ドレイ ジングの取 り組みと張

り合うのではな く、お互 いを補足す るものと して とらえることが大切である。

1-2ど のよ うな団体が ブラン ド ・ギ ビング導入を検討すべきか

ブラン ド・ギ ビングはファン ドレイジングの手法の中でも、高度 なスキルやマネジメン ト体制が必要

なものであるため、どんな組織でも導入 して成功す るというわ けではない。成功の条件 として以下の こ

とが挙げ られ よう。

・ 強い ミッシ ョン性があ り長期計画をもっていること

・ 財務健全性が確保 されていること、それ に関 しての情報開示がされ ている こと

・ すでに しっか りと した寄付者 ベースが築かれていること

・ 理事や事務局 トップが ブラン ド・ギビングのコンセ プ トを理解 、支援 し、実際に参加す ること

・ 必要な リソースを投資できること

・ 設立 され てから長 く経 っていれば経 っているほ どよい(す でに活動実績があ り、 これか らも続

くだろうと思 って もらいやすい)

この中で特に大切 なのが 「す でに しっか りと した寄付者ベースが築かれていること」である。言い換
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えれ ば、一般 に言われる 「ファン ドレイジング ・サ イクル」を回せている状態でないとブラン ド ・ギビ

ングの プログラムを導入 しても成功 しに くい ということである。ファン ドレイジング ・サイクル を回す

とは、明確なケー スステイ トメン トを作成 し、潜在寄付者の プロファイ リングや リサーチを行い、寄付

プログラム をターゲッ トに適 したツールでPRし 、全てのコミュニケーシ ョンの記録な どを含む寄付者

のデータベー スに基づいて寄付者の人間関係を把握 し、関係強化のための活動 を積み上げることによっ

て、次の寄付 につなげてい くことである。

1-3ブ ラン ド・ギ ビングは 「長期戦」である(導 入前 に検討すべ きメ リッ トとデメ リッ ト)

上で成功の前提と して、ブラン ド・ギ ビングを始めるために 「必要な リソース を投資できること」 を

条件 として挙 げたが、 この初期投資をデメ リッ トと考えて一歩を踏み出せないという団体も多い。それ

は、一般的なファン ドレイジングと比較 して、ブラン ド・ギ ビングでは短期的な費用対効果 をはか りに

くいとい う特徴があるか らかも しれない。 ブラン ド・ギ ビングは長期戦である。 プログラム準備 に時間

がかか り、契約にもってい くまでに時間がかか り、その後遺言が執行 されて現金が入って くるまでには

また時間がかかる。投資を してか らなん らかの成果があ らわれ るまでに4-5年 はかかる と予測 してお

くとよい。

一方、ブラン ド・ギ ビングの最大のメ リッ トは寄付一件あた りの金額が一般の寄付 と比べて大 きいこ

とである。アメリカでは遺言による寄付件数は一般の寄付件数よ りず っと少ないのにかかわ らず 、個人

による寄付総額の20～25%が 遺言によるものだとい う統計がある。

さらに寄付者 との関係が構築 されてプ ログラムが軌道にの って くれば、寄付の予測可能性 も高 まると

い うメリッ トもある。その意味では、ブラン ド・ギ ビングはファン ドレイジング活動 と寄付収入の1つ

の大きな柱 とな り得 るものである。

この 「長期戦」というコンセプ トを、理事や事務局の トップが どれだけ理解で きるかによってブラン

ド・ギビングのプログラムの成功 ・不成功がきまる。その部分の認識が しっか りと共有 されていないと、

成果が出始める前の 中途半端な状態でプログラムを中断 して しまった りとい うことが起 きた りす る。プ

ログラム導入の前 に、ブラン ド・ギビングは長期的な投資であるという考え方 を理事や事務局スタッフ

で共有す ることが不可欠で ある。

1-4ブ ラン ド・ギ ビングの導入

・1-4-1担 当者の決定

ブラン ド・ギ ビングに関す ること全般に責任を持つ担 当者 を1人 決める。その担 当者は、組織内外で

ブラン ド ・ギ ビングの伝道者 として、プログラムをPRし 宣伝する。またブラン ド・ギ ビング というコ

ンセプ トや プログラム詳細について内部のスタッフや関係者を教育する役割も担 う。税制や寄付市場の

状況は刻々 と変わ るため、内部研修 を年に1～2度 は行 うようにする。このような内部研修や、担当者

が外部か らの最新の情報 を得 た り、他団体 と情報交換をす るための研修などのために必要 な予算 を最初

か ら確保 しておくことが大切 である。ブラン ド・ギ ビングは寄付者や潜在寄付者 との関係構築を持続 し

て行 ってい くことによって結果が出る長期的取組 であるので、担当者やスタ ッフの頻繁な入れ替わ りは
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望ま しくない。最低2年 担当者が変わ らないで、ようや く効果が出るとも言われ る。

書1-4-2外 部の専門家との連携、委託分野の決定

小規模なNPOで は、最初か ら専門性 をもったスタ ッフをそろえる ことは不可能である。 しか しプロ

グラム運営に必要 とされ るの専門性は高 いため、金融機関、弁護士、コンサルタン トなどといった外部

の専門家との連携が不可欠である。運用や年金の支払い、 プログラムの プロセス設計などといった業務

委託の分野を特定 し、業務提携を結ぶ。

・1-4-3ブ ラン ド・ギ ビングプログラムの内容の決定

前章 で紹介 したように ブラン ド・ギビングにおける寄付商品は数多 くあるが、小規模なNPOで ブラ

ン ド・ギ ビングを導入する場合には、無理のない範囲内か ら始めるとよい。具体的には、金融機関と提

携 しな くても受け入れ可能な遺言による寄付か ら始める。アメ リカにおいてもブラン ド・ギ フ トの7～

8割 が遺言によるものである。遺言では寄付金額 、または残余財産の割合を寄付 として指定できる。

遺贈のケースを積み重ねてい くことによって寄付収入 を得 ることができ、またそのよ うな寄付者か ら

のフィー ドバ ックによって次の段階への方向性を得る ことができる。団体の体力が強化 されれば、次の

ステ ップとして金融機関との提携(ト ラス トの活用など)が 可能 になる。そ して、 どの ような寄付商 品

を提供 してい くのか、またはどのような資産を寄付 として受け付 けるのかとい うことを、専門家の意見

を取 り入れなが ら決定する。段階 をおって、内容 を充実 させてい くことが可能であ る。

・1-4-4寄 付の受けつけ方針の決定

ブラン ド・ギ ビングでは多種 多様な寄付の種類(現 金、 トラス ト、不動産、株式、その他 の財産な ど)

や金額があ り得 るため、プログラムの提供 を始める前に受け付 けられるものと受け付 けられないものに

ついての基準を文章化 してお くことが肝心である。

例 えばチ ャリタブル ・リメイ ンダー ・トラス トなどでは寄付者が若す ぎるとそれだ け余命年数が予測

しに くくなる。余命年数が予測よ り長 くなればなるほ ど手数料ばか りがか さみ、最終的な寄付時には ト

ラス トの残金がほとん どな くな っているという状況も起 こりえる。また、団体の ミッシ ョンに沿わない

ような用途を指定 され ることもあ りえる。そのような場合には寄付の話が あった時点で理由を明確に し

てお断 りする必要があるが、寄付の受 け取 り基準や方針が文章化 されていれば、寄付者側も断られた理

由を個人的な中傷 と考 えな くてすむ。 ブラン ド ・ギ ビングは 「遺産」 とい う感情が絡みやすいものを扱

うため、事前に細心の注意 をは らう必要がある。

・1-4-5寄 付 を頂 いたあとのお礼の仕組みや特典の決定

ブラン ド・ギ ビングに限 らず、次の寄付へとつながる ファン ドレイジングを成功 させ るには、お礼の

仕組みや寄付者が受けとる特典などが大 きな役割を果たす。また寄付者全員に一貫性 をもった対応をす

るためにも、プログラム開始の時点で外部に対 してプログラムの仕組みや特典の詳細 を明確にすると共
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に、それを実行す るための内部 ワークフロー も整理 してお くことが大切である。

・1-4-6組 織の巻き込み

ブラン ド・ギ ビングを始めるにあたっては理事、事務局長、スタ ッフ、理事、ボ ランテ ィアなどの内

部の関係者に ブラン ド ・ギ ビングの プログラムの重要性 を伝 え、関係者 をいかに うま く巻き込めるかに

よって結果が変わ って くる。

可能な らば、理事や事務局長に自ら遺言を書いても らうとよい。それによって、寄付者の視 点か ら物

事が考え られるようにな り、問題点を見つけ、よ り良いプログラムづ くりができるよ うになる。また、

理事や関係者が 自ら実践 しているという事実 こそが、団体の ミッシ ョンや活動にコ ミッ トしているとい

うことであ り、それによってまわ りへの説得力も増す。理事や関係者が ブラン ド・ギビングに関わって

いない段階で、潜在寄付者のところにお願いに行けば、「一番団体にコ ミッ トしているはずの理事が寄付

していないのに、なぜ 自分が寄付 しな ければいけないのか」 と思われかねない。やは り団体に関わる者

たちがコミッ トしているとい うジェスチャーを見せ ることも大切である。

ブラン ド・ギ ビングを始めるにあた って、ボランティアのネ ッ トワー クも充分に活用するようにする。

特に、潜在寄付者 を団体に紹介 してもらった り、潜在寄付者 との関係構築のために行 うイベ ン トの企画

などに参加 してもらった りするとよい。

・1-4-7寄 付者や潜在寄付者の プロファイ リングと寄付行為へのモチベー ション

ブラン ド ・ギ ビングを担当するスタ ッフは、寄付者や潜在寄付者が どんな人たちであ り、どのような

ことを考 えているのか、そ してその人たちの寄付 をす ることに関す るモチベーシ ョンが何で あるのかを

理解 している必要がある。

寄付者のモチベーシ ョンを理解するためには、寄付者デー タの整備が不可欠である。寄付者データと

は領収書 を送付するための住所だ けではな く、個人の人物像が浮かび上がるような情報である。例えば

寄付者の寄付歴、家族構成、大まかな年齢、出身学校、職業、趣味、今まで関わ ったNPOの 名前など

が含まれ る。

このような情報 を集まっていない場合には、寄付者や潜在寄付者 との接点を多く持つよ うに して(お

礼の電話、イベ ン トな ど)、会話の中か ら出来 るだけ多 くの情報 を引き出す という、地道な努力を積み重

ね る しかない。もちろん このような情報の管理に関 しては、個人情報保護の視点か らも、アクセスでき

るスタッフを制限 し、寄付者の許可な しに第三者 に情報 をわたさないよ うにす るなど、セキュ リティー

の問題には充分な注意 をは らうことが必要である。

ブラン ド ・ギ ビングの候補 となる寄付者を分析する際 には、それぞれ5つ の分野について検討 してみ

るとよい。

1.

2.

3.

資産

家族構成

NPOと の関わ り
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4.寄 付 をす る ことへ のモ チベー シ ョン

5.フ ィラ ン ソロ ピー歴

寄付者によって寄付行為に対するモチベー ションは様 々である。その人のおかれている状況を検討 し、

直接お話を聞 くことによって、まず、その人が何のために寄付 を したいのかを理解 しよ うとす ることが

大切である。団体側のニーズを押 しつけるのではな く、寄付者のニーズに合わせ た寄付 プログラムや特

典 を提供するよ うにす る。寄付者のモチベーシ ョンと しては以下のようなものが挙 げられる。

・ 税優遇や利回 り(ラ イフ ・インカムプランの場合)な どといった金銭的なもの

・ 過去にその団体の受益者 としてお世話 になった感謝の気持ちを表 したい

・ 亡 くなった配偶者や子供のメモ リアル として次世代に貢献 したい

・ 社会的なステータスを得たい(地 位のある人たちとの社交、ネ ッ トワーク)

・ 純粋に、社会 をより良いところに したい

・ 地域 とのつなが り、社交の機会 をもつため、な ど

こういった寄付者の願望をどのような形で実現できるかということは、ブラン ド・ギ ビング ・プログ

ラムの担当者の創造性によるところが大 きい。

・1-4-8ブ ラン ド・ギ ビング ・プログラムのマーケティング

小規模な団体では最初か らブラン ド・ギ ビングのマーケティングツールに多額 を投資するのではな く、

で きるだけ既存の媒体(ニ ュース レター、メルマガ、ウェブサイ ト、イベ ン トなど)を 使いなが ら、団

体の活動や相続知識 、ブラン ド・ギ ビングのプログラム内容について伝 えてい くとよい。

また寄付者のデー タベースか ら年齢、寄付歴な どの条件によるセグメン トごとに特定の情報 を送る こ

とも有効である。例 えば75歳 以上の寄付者にチャ リタブル ・ギ フ ト ・アニュイティー についての情報

を送 った り、50際 以上70歳 以下で今までに株式の寄付 をした人に対 してプール ド・インカム ・ファン

ドについての情報 を送 る、な どといった ことが考え られ る。

その他のマーケテ ィングプログラムと しては、専門家を募 った ブラン ド・ギ ビング委員会 を作 った り、

ブラン ド・ギ ビングの契約 を した寄付者のための ソサ エティー を発足させた り、潜在寄付者 を集めて フ

ァイナソシャル ・プラニ ングや遺産整理のためのセ ミナー を開催 した り、などとい うことが考 えられる。

またブラン ド ・ギ ビングに関わ るプロフェッシ ョナル(弁 護士、会計士、税理士、金融機 関、ファイナ

ンシャル プラナー など)を 対象 として団体の活動 を知 っても らうためのイベ ン トを行 うな どしたネ ッ ト

ワーク作 りもマー ケティング活動の一部 として とらえる。

1-5お わ りに

最後に、これか らブラン ド・ギ ビングを導入 しようとしている団体へのア ドバイス を提示する。

① 現実的な目標設定

プログラム導入直後の数年間は成果が表れに くいため、目標金額は現実的に設定する。 目標数値には、

寄付者か らの資料請求数や寄付者訪問の回数など、寄付者 との関係構築度 を測るような指標 を考えてみ

る。
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②知識

複雑な業界知識 ・寄付構造を寄付者に分か りやすく伝えられるような努力が必要になる。

③心 をつかむようなス トー リー

寄付者が個人的な体験か ら団体活動の意義を語 って くれたよ うなス トー リー を集め、ブラン ド・ギ ビ

ングのマーケティングに使 う。ブラン ド・ギ ビングはファン ドレイジングの中でも一番パー ソナルな部

分 に踏み込むため、「感情 」が大きな要素になる。

④ 自信を失わない

どんなに心を尽 くして関係を構築 していっても金銭的な状況によっては寄付 を拒否 され る場合もある。

その ような時に、 自信を失わないことがとても大切で ある。団体の活動意義を信 じ、次に進む。寄付を

して頂けなかった場合には、その原因について考え、 こちらのプロセスの一部 を改善することによって

次 回の可能性を高めることができるか分析 してみる。
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1

第三章 日本におけるブラン ド・ギ ビング

米国においては、 ブラン ド・ギ ビング関連業務が金融機関の ビジネス として完全に確立 し、多くの有

力金融機関において、非営利団体に対 してブラン ド・ギ ビングに係る投資(資 産運用)サ ー ビス、事務

処理サー ビス(カ ス トディ ・サー ビスを含む)、制度設計 コンサルティング ・サー ビス等 を提供する部門

が、一つの事業部門になるまでに成長 しているのである。

日本における寄附 をめ ぐる環境変化に鑑みれば、アメ リカにおけるブラン ド・ギ ビングと同様の制度 ・

商 品が整備 されれ ば、 日本でも新 たな寄附の形態と して大き く成長 して いく可能性が高 く、また、 日本

の金融機関に とっても大きな ビジネス ・チ ャンスになると考 え られ る。

かか る認識のもと、平成23年 度税制改正において、漸 くわが国でもブラン ド・ギ ビングに関する税

制整備がスター トし、「特定寄附信託」(日 本版 ブラン ド・ギ ビング)が 誕生 した。

第一節 特定寄附信託制度の概要

1-1制 度概要

特定寄附信託の仕組みを図示す ると、以下の通 りである。主な特徴 としては、(1)信 託 を活用 して計

画的な寄附を実施すること、(2)信 託設定後に直 ちに寄附を開始すること、(3)寄 附者が死亡 した場

合 には残余財産を全て寄附する こと、(4)信 託設定金額の3割 を上限に寄附者 に金銭 を交付すること、

が挙げ られる。 この制度は、先に説明 した米国の制度 を参考に設計 されたものであるが、これ らの特徴

か らわかるとおり、チャリタブル ・リメインダー ・トラス ト(CRT)と チャ リタブル ・リー ド・トラス

ト(CLT)双 方の商品性 を併せ持 つ、言わばCRTとCLTの 折衷的な制度 とな っている。

図3特 定寄附信託の仕組み(出 典1(一 社)信 託協会作成パ ンフ レッ ト)

o

rhIl

公益法人・認定特定非営利活動法人(認定NPO)等

↓⑦綱 領証訓 告等 ⑤綱 …it㈱ に関する契約

②特定寄附信託契約の締結
一

②金銭(※1)の信託

③特定寄附信託申告書等一
④寄附先の指定一

越:・,⑥(元 本の3割以内〕便

益者)

↓⑧齪 申告(寄蹴 除等)

税務署

o

信託銀行等

四

竃 璽

↓③繊 附信託由緒 等
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① 受託者(信託銀行等)が、特定寄附信託を通じて寄附を受ける公益法人や認定NPO等 との間で、

寄附金の交付方法等を定めた契約を締結する。

② 委託者(寄 附者)は 、受託者との間で 「特定寄附信託契約」を締結 し、金銭を信託する。

③ 委託者は、特定寄附信託申告書を、特定寄附信託契約書の写 しを添付の上、受託者経由で税務

署に提出する(税 務手続き)。

④ 委託者が、①の契約を締結 している公益法人等の中から、寄附する先を指定する。

⑤ 信託された金銭は、運用収益とともに、委託者が指定 した寄附先に毎年定期的に寄附する。

⑥ 委託者は、信託設定金額の3割 を上限として、毎年定期的に金銭を受け取ることが可能 に れ

を選択せず全額寄附することも可能)。

⑦ 寄附を受けた公益法人等は、委託者に、寄附金領収書や活動状況の報告等を行う。

⑧ 委託者は、毎年の寄附金について、寄附金控除等の申告を行う。

⑨ 委託者が死亡した場合には、死亡時点の残余財産を一括で、公益法人等に寄附する。

1-2税 制上の優遇措置

特定寄附信託 における税制上の優遇措置 と しては、「運用収益非課税」 と 「寄附金控除の適用」の2

っがある。概略は以下の とお りである。

1-2-1運 用収益非課税

特定寄附信託の信託財産は、税制上の要件と して、預貯金、国債 ・地方債 ・特別法人債、貸付信託、

合同運用指定金銭信託11の いずれかで安定的に運用する必要がある。これ らの運用によって生 じる利子

にかかる所得税については、非課税 とされている。

1-2-2寄 附金控除の適用

特定寄附信託を通 じて行 う毎年の寄附については、寄附金控除の適用を受けることができる。なお、

寄附を した法人が、認定NPO法 人等の寄附金税額控除の適用対象法人である場合には、税額控除を選

択す ることも可能である。なお、毎年の寄附については、当初信託 された金額(元 本)部 分に加 えて、

前回の寄 附時点以降に生 じた運用収益 も併せて寄附す ることが必要になるが、上記のとお り運用収益は

非課税扱 いとされていることか ら、重複 して税制上の優遇措置を受 けることを回避す るために、寄附金

額の うち運用収益部分については、寄附金控 除または税額控除の適用 を受けることはできない。

1-3特 定寄附信託の要件

特定寄附信託として税制上の優遇措置を受けるためには、計画的な寄附が適切に実施されることを担

保する必要があるとの観点から、次のような要件をすべて満たすことが必要とされている。

〈特定寄附信託の主な要件〉

11信 託銀行が提供している元本補てん契約が付された預金類似型の信託商品。
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① 信託契約の期間が、5年 以上10年 以下の範囲内で、かつ、1年 の整数倍の期間であること。

② 受託者が信託財産 として受け入れる資産 は、金銭に限 られ ること。

③ 信託財産か らの寄附金 は、次の合計額 を、1年 ごとに区分 した各期間に支出すること(毎 年1回

寄附することを要請 しているもの)。

(i)(信 託設定額一委託者に交付す ることとされている金額)/信 託契約の期間の年数

(ii)信託設定日または前回の寄附日か ら寄附 をす る日までに支払われ た利子等の合計額

④ 寄附先と受託者との間で、次の事項を定めた契約を締結す ること。

(i)寄 附金支出 日

(ii)寄附金の交付は受託者が行 うこと

(iの寄附金の交付に際 して、受託者か ら寄附先に対 して、「寄附金額及びその金額における元本相

当額 と収益相 当額の内訳」 と 「委託者の指名 ・住所」 を通知すること。

⑤ 信託財産の運用は、預貯金、国債 ・地方債、貸付信託、合同運用指定金銭信託で運用すること。

⑥ 委託者に信託財産の交付 をす る場合には、交付総額 は信託設定金額の3割 を超えず、かつ、1年

ごとに区分 した各期間で均等に交付すること。

⑦ 信託契約は、合意 による終 了が出来ないこと(中 途解約の禁止)。

⑧ 委託者が死亡 した場合には、信託 を終 了し、信託財産の全てを寄附すること。

1-4特 定寄附信託の寄附先

特定寄附信託を活用して寄附できる先は、次の法人等に限定されている。これは、「新しい公共」の担

い手を寄附を通じて支援するという観点から、担い手としての役割期待が高い民間非営利セクターのう

ち、寄附金控除の対象と平灰を合わせたものである。

・公益社団法人及び公益財団法人

・私立学校法に規定する学校法人、専修学校及び各種学校

・社会福祉法人

・更生保護法人

・認定特定公益信託

・認定特定非営利活動法人(認 定NPO)

1-5特 定寄附信託の意義 ・メリッ ト

特定寄附信託の制度概要は以上のとお りであるが、この制度 を創設 した意義 ・活用するメリッ トにつ

いて紹介する。本制度については、税制上の優遇措置が講 じられてお り、これがメ リッ トであることは

当然であるが、ここではそれ 以外の点について説明をす る。

1-5-1寄 附者への安心感の提供

寄附 という行為は、社会に貢献 したいとい う自身の思 いを、金銭 に載せて団体に託す行為であ り、寄

附先 となる団体への信頼があって初めて成立 し得 るものである。寄附に関する調査結果でも、これまで
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寄附経験のない個人の約6割 が、その理由を 「寄附金が確実 に支援 に使われるかわか らないか ら」 と回

答 してお り12、寄 附者にどのようにすれば安心感を提供できるか、という点は、非常に重要な ファクタ

ー となっている。

特定寄附信託においては、寄附先 と受託者 との間で締結する契約において、委託者への活動実績報告

及び寄附金領収書の提 出を義務付 けることが一般的 とな ってお り、特定寄附信託 を通 じて寄附を した寄

附者 は、必ず これ らの書類等を入手す ることが可能 となる。 これによ り、寄附者は、自信が行った寄附

が、どのような事業に活用 されたのかを把握す ることが可能であ り、安心 して寄附を行 うことができる。

なお、受託者 との間での契約に記載 していても、 これ を寄附先が遵守 しない可能性 もある。 この場合に

は、受託者は当該寄附先との契約 を解除 し、今後特定寄附信託か らの寄附金を交付 しないようにするこ

とで、寄附先にとっては一種のペナルティを課すことができる13。 つま り、情報開示等の義務 を遵守 し

ない団体 は、寄附先の選定か ら外れ、結果 として信頼できる団体のみが寄附先 として残 るということが

期待できるのである。

1-5-2老 後 の生活設計

特定寄附信託においても、CRT同 様に、委託者が定期的に信託財産の交付 を受けることができる。つ

ま り、自信の財産 を年金式に受け取ることが制度上可能であ り、老後の生活設計にも使用す ることが可

能である。

1-5-3信 託銀行等の営業チャネルの活用

特定寄附信託は、信託銀行等 の金融機関で取扱 う信託商品であるので、寄付者に対する制度利用等の提

案 ・説明は基本的には金融機関の職員が行 うこととなる。 このため、 これまで寄附に接点のなか った個

人に対 して も幅広 く寄附の提案 を行 うことが出来き、寄附の拡充につながる ことが期待 され る。また、

金融機関の職 員が提案する というメリッ トは他にもある。また、金融機関の職員は顧客の資産状況や家

族構成 についても把握 しているケースが多 く、顧客の状況に合わせた寄附の提案 を行 うことが可能であ

る。寄附をす る前提 としては、多少な りとも経済的余裕が必要であると考え られ、そのよ うな余裕のあ

る個人に集 中的に寄附提案 を行 うことができるため、ファン ドレイジングと しては非常に効率的な活動

が期待できるのである。

12一 般社 団法 人信託協 会 「寄付の現状 と信託の活用 に関する基礎 調査」(平 成22年7月)。 また、同調査にお いては、今 後寄附 を始め
る上 で重視す る点 として 「寄附金の使途や活動内容 の報告が受け られ る こと」が6割 以上 を占めて お り、情報 開示が寄 附 を決断す る上

で極め て大 きなフ ァクター とな って いることが明 らかにされ ている。

13寄 附先 は毎 年の寄 附のタイ ミングで委託者が指図す ることが可 能。指定する対象は、受託者 と契約を締 結 している団体 に限定され る

ため、契約解 除を受けた団体は指定を受 けることが できず寄 附金 を受領する ことがで きない。
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特定寄附信託制度の課題

2-1税 制上の課題

これまで、特定寄附信託制度の概要について述べてきたが、「日本版 ブラン ド・ギ ビング」と言いつつ、

米国のCRTに 比べ ると、税制上の要件や優遇措置の内容が格段 に厳 しく、この制度が抱える税制上の課

題は大きい。具体的には次のよ うな課題について、引き続 き検討が必要であろう。

2-1-1信 託財産の拡充 とキャ ピタル ・ゲインの免税措置

現行の特定寄附信託制度 においては、当初信託できる財産は金銭に限定されてお り、また、非課税措

置の対象 は利子所得に限定されている。これ に対 して、米国のCRTで は、金銭以外の財産による信託設

定が可能であ り、加えて、設定後2年 以内に信託財産 を換金処分 した場合には、キャ ピタル ・ゲイン課

税 を免れ ることができる。これによって、老後の生活費等 を税制上有利な条件で捻出す ることが可能 と

なる。

特定寄附信託では、金銭 に限定され るため、必然的に預貯金等の資産 を多 く持 っている個人に利用が

限定 されるが、そのよ うな個人は老後 の生活費等の捻出の必要がな く、制度 を利用す るメリッ トが限 ら

れ て しま う14。 一方で、我が国にも資産が株式や不動産等 に偏重 した個人はかな り存在 していると考 え

られ る。このよ うな個人は老後の生活費等の確保に少なか らず不安 を抱えてお り、CRT同 様の税制措置 を

講 じることによって、個人資産の非営利セクターへの移転(寄 附)が 、加速するもの と考え られ る。

2-1-2寄 附者への金銭交付上限額の緩和

現行の特定寄附信託制度においては、委託者に交付 できる金額 の上限は、信託設定金額の3割 とされ

ているが、老後の生活費等の捻出を実現するためには、 この上限割合では十分 とは言えず、緩和するこ

とが必要である。

2-1-3残 余公益型の創設

現行の特定寄附信託制度は、生前の寄附(CLT)と 残余財産の寄附(CRT)の 折衷的な制度で あること

を説 明 したが、自身の老後の生活等 を考 えると、生前 に多額の寄附をすることに対 しては抵抗 を覚える

個 人は多く存在 していると考 えられ る。そこで、残余公益型の特定寄附信託を創設 し、死亡後の寄附 と

いう選択肢 も追加すべきである。死亡後の寄附については遺贈でも実現可能 ではあるが、「いつで も撤回

できる」遺贈では必ず しも確実に寄附が行われ るとは限 らない。一方で、特定寄附信託は、米国同様に

撤回不能信託であり、信託設 定後の撤回は認め られないため、確実な寄附が担保され る。税制上の取扱

いとしては、上記2-1-1及 び2-1-2で 記載 した内容を実現す ることに加え、撤回不能信託の特

質 を活か し、米国同様に信託設定時の寄附金控除の適用を受け られるようにすることが望ま しい。

14平 成25年3月 現在 、委託者への金 銭交付を可能 と している信託銀行 はない。 これ は、キ ャピタル ・ゲイ ン非課 税措置が講 じられ て

いな い現行制 度では委託者への金銭 交付を行 うメ リッ トが限 定され るた めである。
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2-2金 融機関の課題

特定寄附信託については、大手信託銀行3社 とりそな銀行が商品の取扱いを行 っているが、まだその

期間は1年 程度に過 ぎない。そのため、税 制上の優遇措置 がそれほ ど大 きくないことも相まって、まだ

実績 としてはそれ ほど積み上がっていない。また、その背景には、信託銀行側 にも原因がある。信託銀

行の職員にとっても寄附 を勧誘す る営業は経験がな く、勧誘方法等の ノウハウが十分に積み上がってい

ない。今後、信託銀行内でも、実績の積み 上げと共に、勧誘ノウハウをどのよ うに積み上げるかについ

て、知恵 を絞 ってい く必要がある。

2-3お わ りに

特定寄 附信託は、「寄附者への安心感の提供」や 「信託銀行等の営業チャネルの活用」といった、寄附

を拡 充す るための 「仕組み」であ り、その仕組みに対 して税制 が支援を しているものである。平成23

年度税制 改正によって、税額控除や認定NPO法 人における仮認定制度 といった、先進的な税制措置が講

じられ、その効果は今後明らかにな ってい くであろうが、寄附を拡充 させ るためには、寄附税制の拡充

といった直接的措置に加え、同時並行的に 「寄附を増やすための仕組み作 り」も推進 していかなければ

な らな い。東 日本大震災 という未曽有の災害 を経験 し、改めて非営利セクターの存在意義 を日本中が再

認識す るとともに、日本人が寄附をする国民であることも明 らかになった。米国での成功事例も参考 に、

数少ない寄附 を増やす仕組みである特定寄 附信託についても、今後制度改善が望まれる。
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※本冊子 の元 とな った 「NPOと 金融機 関の協働 に関する調査 研究」 は下記 よ り全 文ご覧 いただ けます。

http:〃wwwpublic.oLjp/products/pdf/kifuO80ユ24.pdf

※ なお 、パ ブ リック リソース セ ンター は2013年1月 に 「公益財 団法人 パ ブ リック リソース財団」 を新

たに発足 しています。パ ブ リック リソースセ ンター 、公益財 団法人 パ ブリック リソース財団 のホーム ペー

ジは、http:〃wwwpublic.orjp/
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